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第二章 アメリ力法の動向（つづき）
第三節割合的責任理論
割合的責任理論とは，原告に対する損害または損害発生の危険への寄与度に
応じて，当該被告に責任を負担させる， という法理である。
本節では，この割合的責任理論について，まず，この法理による原告救済が
提唱されてきた背景について記し（ー），次に，原告に発生した損害に対して関
与した被告に割合的責任を負担させる見解について（二），また，原告に寄与し
た危険に対して被告に責任を負担させる見解について（三），その具体的内容を
提示し，これらの見解に対して指摘されてきた問題点について考察していくこ
とにしたい（四）。
一割合的責任理論が提唱された背景
l有毒物質による集団被害に関する訴訟
第一節でみてきたように，科学技術や産業社会の発展に伴って，企業が市販
した製造物などに含有される有毒物質よって，集団的な被害が発生するといっ
た深刻な問題が生じてきた。
このような被害について，被害者は企業に対して損害賠償請求を提起したが，
原告が，自らの損害を発生させた加害者を特定できない，即ち，加害行為と損
害との聞における因果関係を証明できない， という障害が生じてきた。多くの
企業が同一の製造物を製造していたり，また，健康被害の原因が当該製造物以
外のものであることも考えられるのであり，さらに，製造物に含有される有毒
物質がいかなる過程を経て健康被害を発生させるのか，科学的に十分解明され
ていないことも多し＝からである。
このような被害の実態に対応すべく，カリフォルニア州において画期的な最
高裁判決が下された。 DE S訴訟において， Sindeli判決は，「市場占有率責任
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理論」を定立して，一定の要件のもとで加害者を特定できない原告を救済した
のである。
2.学説の動向
以前からMaloneらによって，裁判所は因果関係について政策的に認定してき
たことが指摘されていた（I）。
Zwei rは，次のように因果関係要件について精微に分析して，事案に応じて政
策的に因果関係要件を修正してきた，カリフォルニア州の判例の動向について
賛意を示している。不法行為法における因果関係要件の意義について哲学的歴
史的考察をなしたうえで，判例の動向や法学の潮流に鑑みて，事案の類型に応
じて政策的な見地からこの要件が必要とされないことも正当化で、きるものと解
したのである。
Zwei rは，まず因果関係要件の意義について次のように述べたへ
因果関係は，ある者の行為が発生した損害と関わりのある場合に限って，当
該行為者に損害賠償責任を課すものである。閃果関係が証明されないならば，
個々人は他人の損害に対して責任を問われることがない。その歴史において個
人主義 (individualism）が根付いてきたコモン・ローにおいて，凶果関係要件
を通じて個々人の権利の保護が図られてきたのである，と。
このような前提に立ったうえで，カリフォルニア州におけるSindell判決（D
E S訴訟）に至る法形成にふれつつペ産業社会が発展してきた今日において
は，次の三つの点を結び付けることによって，事案によっては因果関係要件は
必ずしも必要とされないものと解したへ
第一に，当事者の地位に差異がある場合において，弱者の保護を図る法準則
による（statuslaw principles）。過失要件について，地位に基づく責任（status
liability）として，社会において資力や取引交渉力が大きい者は，個々人を保
護するために高度な注意義務（higerduties）が課せられるものと解されてい
る。因果関係要件については，このような責任理論においても必要と解されて
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きたが，第二にみる法学の潮流からは必要とされない方向に進められ得るので
ある。
第二に，現代アメリカ法学の潮流であるリーガル・リアリズム(legalreal ism) 
による。裁判所は 従来の法準則を形式的に適用して個々人の権利を規定する
のではなく，事案に応じて社会の目的や要求を達成すべく法形成をなすことが
要求されるのである。
第三に，法実証主義 (legalpositivism）による。法実証主義によれば，自
明の法原則が存在することは否定され，法は，裁判所によって形成されるので
あって，道徳原理（moralprinciples）を通じて発見されるものではないので
ある，と。
3.割合的責任理論の提唱
市場占有率責任理論は，有毒物質による集団被害に関する事案について広く
適用できるものではない。被告らにおける責任分割の基準を当該製造物の市場
占有率と規定するのは，損害の原因が当該製造物であることを前提とするので
ある。 DE S訴訟事案のように 発生した健康被害が腺癌のような特異性疾患
である場合に限って この法理は適用され得るのである。
そこで学説は，一般に集団被害事案において，公平で効率的な損害コスト分
配がなされるように 原告に対する危険に寄与した程度に応じて被告らに責任
を課す，という市場占有率責任理論の趣旨に基づいて，発生した損害について，
その寄与した危険の程度に応じて被告らに割合的責任を課す法理を提唱してき
た（後述三）。
ところで，化学的な有毒物質によって発生する健康被害については，当該物
質に曝露されてから現実に発生するまで相当長期の潜伏期間が存する傾向にあ
る。
現実に発生した損害について被告らに割合的責任を課すのでは，原告が損害
賠償を請求する時には，証拠が散逸していたり，原告の請求権が時効にかかっ
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ていたり，また既に加害企業が清算されているなどして，公平で効率的な被害
者救済が不ート分になりかねない。
そこで学説は，さらに公平で効率的な損害コスト分配を図るべく，現実に損
害が発生していなくとも，原告に対して寄与した危険について被告に責任を課
す， という割合的責任理論を提唱してきた（後述主）。
これに対して，判例は，医療過誤事案などにおいて，将来現実に損害が発生
する危険について 現実に何らかの健康被害が発生していて将来癌に擢患する
など損害が拡大し得る事案，将来の健康被害など損害発生について合理的可能
性（reasonableprobabi 1 i ty）がある事案などを除いて，一般に原告の損害賠
償請求を否定しているへ
割合的責任理論が学説によって議論されるなかで，例えば，飲料水道水に有
毒物質が混入した事案であるAyersv. Jackson TP.において，ニュー・ジャー
ジー州最i高裁は，癌へのd隈患など将来発生し得る被害に関する損害賠償請求に
関して，検査のための医療費に限って認容し，損害発生の危険については，請
求を認めるならば不公平で望ましくない結果を招くとして認容しなかった（6）。
次項以ドでは，学説が提唱してきた割合的責任理論を巡る議論に関して考察
していこう。
二，損害に対する割合的責任
前項でふれたように，市場占有率責任理論を拡張して，原告の損害に寄与し
た程度に応じて被告に責任を負担させる法理が，DelgadoやRobinsonらによって
提唱されてきたへ
本項では，これらについてみていこう。
1. Delgadoの見解
Delgadoは，加害行為による被害者が確定しない事案（未確定被害者原告 (in-
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determinate plaintiffs）事案）については，次の二つの観点から最善の解決
が図れるものと解した（則。第 A に 被告が非難されるべきであると考えられる
場合には，裁判所は原告に対して証明の負担を軽減しうる，第二に，保険業者
による代位（subrogation）のように，未確定被害者クラスによって取得された
賠償金は事後的には個々の被害者に割り当てられる， という観点である。
そして，択ー・的損害惹起責任理論及び市場占有率責任理論を修正して，一定
の要件について原告がー！忘証明（primafacie）をすれば，因果関係の立証責任
が被告側に転換される， という法理を，第一の観点から定立した（旬。
この法理が適用される要件は，①原告が損害を被った，②当該損害は，自然
力もしくは加害行為によって発生し得るものであり，相乗的に作用していない，
③当該損害は，加害行為によるのか自然力によるのか確定できない，④被告の
行為は，唯一想定できる加害行為である，及び、⑤当該損害を被った者の範囲，
危険の性質などの要素が損害が増加した程度を算定できるほど均質である，と
いうものである (10)0 
おそらく実用性を考慮して，加害原因が相乗的に作用し得る事案，加害行為
が競合する事案，または異質の損害・危険に関わる事案については，その適用
がなされないものとされている。
原告は，被告に対しては未確定被害者を代表し，クラスに属する者に対して
は信認関係（fiduciaryrelationship）が寄在する， とし＝う立場にあるので，
第二の観点、から，被告が損害発生に寄与した割合に応じて，クラスに属する他
の者に訴訟費用を控除して賠償金を分配する義務を負う (ll）。この原告の負担
は，因果関係の立証責任が緩和された代償となのである。
この法理は，被告側，原告側及び社会全体の利益のいずれの見地からも合理
的である，という (12）。被告にとって，賠償総額と現実に発生させた損害額とは
符合する。原告らにとっても 損害を被った者で被告がその危険に寄与した全
ての者が賠償金を得ることが可能である。また社会全体の利益にとって，因果
関係を立証することが困難または不可能で、あっても，加害行為者は損害賠償義
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務を負担するので，不法行為法による事故抑止効果を得ることができるのである。
2. Robinsonの見解
Robinsonは，市場占有率責任理論について，不法行為法の三つの目的である，
損害の填補（compensation），公平（fairness）及び効率的事故抑止（efficiency)
にかなうものである，と考察した（問。この法理において，原告に対する危険に
寄与した割合に応じて当該被告に責任を割り当てるという点が，これらの目的
にかなうからである。それゆえに，危険の性質が異なる様々な加害行為が競合
した事案においても，危険に寄与した割合に応じて当該被告が責任を負担する
べきである，と解したので、ある (14)
市場占有率責任理論には，「相当の市場シェア（sustantial share) Jに達す
るまで加害者であり得る者を共同被告とする， という要件（「相当の市場シェ
ア」要件）が存する。また，同種の製造物の市場シェアに応じて被告に責任が
課される以上，被告らは同質の危険を発生させる同種の行為者（例えば， DE 
S事件におけるDE S製造者・市販者）であることがこの法理が適用される前
提となる。
しかし， Robinsonは，上述のように考察して，「相当の市場シェアJ要件はそ
もそも当該法理について不要である，また，異種の行為が競合する事案におい
ても，原告に対して不合理な危険（unreasonab1 e risk）に寄与した割合に応、じ
て被告らに責任を課すのが妥当であると解した (15)
不法行為法の目的を重視して， Delgadoが定立した法理のように，適用の対象
となる事案について限定する要件を規定しなかったのである。
この法理の適用される具体例として，次の事案が挙げられている (16）。原告
は，癌に擢患、したが原因は不明である。癌の原因としては，①20年間労働に従
事したA社の作業現場でのアスベスト粉塵への曝露， ②その後10年間働いてき
たB社の化学工場での有毒化学物質への曝露，または③C社によって処方され
た医薬品，のいずれかが考えられる。 A社が60%, B社が20%，そしてC社が
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20%，当該原告に対して不合理な危険（unreasonablerisk）に寄与したと算定
されるならば，各社は当該割合に応じて原告に損害賠償責任を負うのである，と。
三 寄与危険に対する割合的責任
前項でみたように現実に発生した損害に対して割合的責任を課す法理に対し
て， Rosenbergは，将来の被害者も含めて効率的に救済がなされるように，原告
に対して被告が寄与した危険自体を損害と評価して，損害としての危険に対し
て被告が損害賠償責任を負担する，という法理を定立した（17）。 Robinsonも，後
に同様に解して，前項でみたよりも広く被害者を救済することを提唱したし
(18), Schroederも同趣旨に解している問。
本項では，これらの見解についてみていこう。
1. Rosenbergの見解
Rosenbergは，集団被害が発生する不法行為事案（massexposure tort）につ
いて不法行為法改革を提案するにあたって，個々人の権利を保護する見地から，
効率的事故抑止効果の比較を通じて，因果関係をオール・オア・ナッシングに
認定する，証拠の優越を基準とするルール（preronderancerule）よりも割合
的責任を課すルール（proportionalityrule）を適用するのが合理的であると
解した問。
このような事案において，証拠の優越基準によるならば，特定の被告企業が
原告に損害を発生させた可能性が50%よりも大きいか否かということが評価さ
れるので，事故抑止について，企業に投資を促さない，あるいは非効率的投資
を促すことになる。これに対して，割合的責任によるならば，各々の被告につ
いて原告に損害を発生させた可能性が評価されるので，当該被告について課さ
れる責任が発生させた損害に符合して，事故抑止に関して被告は最適のインセ
ンティヴを有することになるのである。
さらに，証拠の優越を基準とするのであれば，次のような弊害が生じる，と
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いう（へ実体に合致しない相当の損害コスト負担が，損害を発生させた可能性
が50%を越えると認定された被告企業側，あるいは，いずれの被告もその可能
性が50%を越えるものではないと認定されたならば，原告側に一方的に課せら
れる可能性がある。また 被告企業が損害発生リスクをを50%以下に調整して
責任を免れる行動に出て，原告が一切損害賠償を得ることができない可能性も
あるのである。
そこで， Rosenbergは，これらの証拠の優越基準における問題点を解消すべ
く，権利保護の見地から被告と被害者全体の聞における矯正的正義，及び原告
の権利保護に応じて効率的事故抑止効果にかなうように 原告に対して被告が
増加させた危険（excessrisk）を損害と評価して，その危険に応じて被告に損
害賠償責任を負担させるのが合理的で、あると解した問。
Rosenbergは，集団被害が発生する不法行為事案について，訴訟コストが過大
とならず効率的かつ公平な解決を得るために，「公法J的手続（“publiclaw” 
process）を通じることを提案した（問。その提案は，クラス・アクションにおい
て，被告を保険金拠出者とする賠償保険を通じて 判決後に現実に損害が発生
した者も含めて，原告らが定額賠償を受けるというものである。
2. Robinsonの見解
Robinsonは，責任の基礎として賠償対象となる損害（compensable“injury”） 
を不法な危険（“tortious”risk）と規定して，危険責任理論（risk-based
theory）を定立した（問。当該危険は，損害が現実に発生していなくても，将来
発生し得る損害について現在の価格として評価された「損害」なのである。
Rosenbergは，危険を損害と評価するものの，現実に損害を被った者に限って
実際に賠償金を得る制度を提唱していたが， Robinsonは，被告によって疾病擢
患など危険に曝露された原告は，現実に損害を被っていなくとも損害賠償を請
求できるものと解したのである。
Robinsonは，この法理の合理性について次のような点を提示した。
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第一に，契約法に整合する，という点である（却。
契約法において履行期前の契約違反（anticipatorybreach of contract）に
ついて損害賠償請求が認められ得るのと同様に解すべきであるからである（26）。
さらに，有害物質に曝露されてから損害が発生するまでに長期間経過するよう
な，不法行為事案においては，証拠が散逸して事実認定に多大なコストを要す
るので，不法な危険に対して，事前に損害賠償請求を認める必要性は，契約法
においてよりも大きいといえるのである。
第二に，加害行為者及び被害者双方について功利性（utility）にかなう，と
いう点である。
加害行為者については，不法な危険の程度に応じて責任が課されるので適切
な事故抑止効果を得ることができる（27）。これに対して，従来のように，証拠の
優越を基準として因果関係を認定するならば，発生させた危険に応じて責任が
課せられず適切な効果は得られない。さらに，多くの加害原因が競合したり，
損害発生までに長期間が経過することによって，損害を発生させた原因を正確
に認定することが困難になり，加害者が責任を免れて事故抑止効果を得られな
い可能性が大きいのである。
被害者については，効率的な損害填補を得ることができる倒。危険に対して
損害賠償を得ることができるので，将来の損害に備えてその賠償金を通じて保
険契約を締結することができるからである。
第三に，不法行為法の道徳的基礎である矯正的正義規範（correctivejustice 
norms）に適合する，という点である（29）。
Kant哲学理論によれば，道徳、において行為者について評価対象となるのは，
まさしく社会的に受け入れられない危険（sociallyunaccepted risk），即ち不
法な危険を発生させたことであり，様々な状況を通じて事後的にいかなる経過
をたどって損害発生に至ったのかということではないからである。
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3. Schroederの見解
Schroederは，個人責任という道徳原理にかなうように矯正的正義を実質的に
解して，危険を発生させた行為についてその危険 (increasingrisks）の程度
に応じて責任を課す行為責任理論（action-basedtheory）を定立した側。
Kant哲学理論に由来する，現代の道徳理論が評価の対象とするのは，ある者
がなした選択である。この選択に対する評価には，当該行為者が自らの意思に
よって当該行為を選択した時の状況のみがかかわるのであり，事後の経過はか
かわらない（31）。したがって，当該選択に応じて，即ち発生させた危険に応じて
責任が課されるべきである，という。
さらにこの法理は，道徳的見地からみて現代の法理論体系に整合する， とい
う（羽。当事者の選択に対して責任を負担させる法体系は，個々人が行為による
将来の法的効果を予測を通じて決することができるので 個々人を効率的行動
に導くのである。当事者の選択に基づ、いて規律される契約法と同様に（33），不法
行為法においても，その選択によって発生させた危険に応じて責任を課すのが
法体系に整合するのである。実際に，不法行為責任において，拡大損害の賠償
範囲としての予測される損害（expectedharm），過失責任（negligence），及び
厳格責任（strictliability）は，このようにして効率的選択に導くように規
定されている例。
このように解するならば， とくに現実に損害が発生するまでに長期の潜伏期
間が存する有毒物質被害に関する事案において，効率的事故抑止がなされ得る，
という｛問。被告が発生させた危険に応じて早期に責任を負担することになり，
また，当該被告の賠償総額は実損額に符合し，損害コストが内部化されるから
である。
四，割合的責任理論の問題点
これまでみてきたように， とくに集団被害不法行為事案などにおいて，公平
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かっ効率的な損害コスト分配を図るべく，論者により法律構成が異なるが，割
合的責任理論が提唱されてきた。
これらの法理に対して，果たして従来の解決よりも合理的な解決がなされ得
るのか否かを巡って，次のような点について論争が展開されてきた。
①因果関係が認定されていないにもかかわらず，被告に責任が課せられるの
は，不法行為法の道徳的基礎である矯正的正義に適合するのか，②割合的な責
任が被告に課せられるのは，従来よりも公平な損害分配といえるのか，③割合
的な責任を被告に課すことによって従来よりも効率的な事故抑止効果を得るこ
とができるのか，及び④割合的な責任を被告に課すには，各被告について被害
者に対する危険寄与度を認定しなければならないが，合理的な基準をもって当
該寄与度を認定することができるのか 当該寄与度を合理的に認定できるにし
ても従来よりも過大な訴訟コストを要するのではないか，などという点である。
本項では，これらの問題点を巡る議論について考察していこう。
1.道徳的基礎
不法行為責任を道徳的に基礎づけるのは，矯正的正義である。伝統的な意味
における矯正的正義は，一定の要件のもとで被害者の損害コストをまさしくそ
の加害者に負担させて，原状の回復を図ることを要請する。現実の加害者に損
害コストを負担させるには，加害者の行為と現実に発生した損害との間に因果
関係が存在することが必要である。
しかし，割合的責任理論は，損害に対して責任を課すにせよ，あるいは寄与
危険に対して責任を課すにせよ，このような因果関係の寄否を問うことなく，
一定の被告に責任を課すものである。伝統的な矯正的正義の観点から不可欠の
要件であると解されてきた，因果関係要件を必要としていないのである。
これに対して，上述したように， Rosenbergは，加害者と被害者全体との聞に
おいて矯正的正義を規定し，また， RobinsonやSchrorderは，行為自体について
評価するKantの道徳理論から示唆を受けて，寄与危険に対する割合的責任は矯
- 238 (426) -
正的正義にかなうものと論じてきた（三2.3.）。また， Makdisiは，有毒物質曝
露による集団被害に関する事案おける矯正的正義を実質的に考察して，割合的
責任理論が矯正的正義に適合するものと解した問。
しかし一方で， Fisherは，伝統的な立場に立って，割合的責任理論は矯正的
J了蔑に反する， と批判している β7)
Bushは，矯正的正義から離れて，現代型事案における当事者の集団性に着目
して，共同体正義（communitarianism）の観点から割合的責任理論を基礎づけ，
さらにその適用範囲を限界づけた倒。
割合的責任理論について道徳理論による基礎づけに関するこれらの見解につ
いて，順次詳細にみていこう。
(l)矯正的正義に整合すると解する見解（Makdisi)
Makdis iは，割合的責任理論は，証拠の優越を基準として因果関係を認定する
よりも，むしろ実質的にみて矯正的正義にかなうとして，割合的責任理論を支
持した（川。
第一に，被告による賠償総額が現実に被害者に発生させた損害額に符合する
ので，当該被告とその被害者全体との聞においては矯正的正義にかなうのであ
る。第二に，現実に損害を被ったにもかかわらず，因果関係を証明できない原
告が少なくとも一部の損害賠償を得る余地があるという点では，当該原告に賠
償の余地を全く与えないよりも矯正的正義にかなうのである， と。
これらの点を明確にするために，100名の原告らについて因果関係の証明度が
いずれも50%であるという事案が掲げられている州。証拠の優越を基準とする
のではいずれの原告も敗訴することになるので，被告は責任を一切免れ，また，
現実の被害者は一切賠償を得ることができない。これに対して，割合的責任理
論によるならば，被告は現実に発生させた損害額を賠償し，一方では現実の被
害者は50%の限度であるが賠償を得ることができるのである。
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(2）矯正的正義に反すると解する見解（Fischer)
Fischerは，矯正的正義は，個人的責任 (individualresponsibi 1 i ty）とい
う道徳概念（moralconcept)に基づいているので，加害行為と損害との間にお
ける因果関係は，不法行為法について重要な道徳的基礎である，即ち，因果関
係の証明を原告に要求するのは，矯正的正義を基調とする不法行為法体系にとっ
て基本的なものである，と割合的責任理論に対して反論した（41)
そして，割合的責任が被告に課せられることになるならば，多くの原告らは，
因果関係について証拠の優越に至る証明をなさないにもかかわらず損害賠償請
求が認められ，反対に，当該被告によって現実に損害を被った原告は，損害賠
償を全額請求することができなくなるので，割合的責任理論は矯正的正義に反
する， と解した（42)
(3）共同体正義の観点から考察する見解（Bush)
Bushは， Sandelが提唱した共同体正義に基づいて，矯正的正義を基礎とする
個人責任を，現代社会の要請から集団責任（groupresponsibi 1 i ty）に転換す
ることを次のように正当化した附。
個人責任はリベラリズム (1iberal ism）に基礎づけられているが，これを貫
くと，個々人は，企業や国家から保護を受けることができず，抑圧されかえっ
て自由を失うことになる。そこで，共通善（commongood，共通の利益）を追求
する参加者らによって構成される共同体を通じて 個々人は保護を受けること
が要請される。したがって，事案に応じては，不法行為における損害賠償請求
にあたって，個別的な因果関係の証明が要求されないことが正当化されるので
ある。
Bushは，集団責任を提唱する一方で，その責任が適用される範囲について，
事故抑止効果や損害填補という観点からではなく，共同体正義の観点から合理
的なものに限定すべきであるとして，次のように主張した例。
集団責任を基礎づける共同体正義が想定する共同体は，個々人が自己の形成
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や存在のために参加することによって自己を反映するものである。このような
共同体を対象とする集団責任は 社会保険とは異なり，個人の責任を集団責任
に解消させるものではなく，個々人が，所属する共同体を通じて責任を負担し，
あるいは損害賠償を受ける， というものである。集団責任の主体となり得る共
同体は，このような集団責任の趣旨にかなうものでなくてはならない。そこで，
責任の対象となる共同体である加害者集団または被害者集団は，「共同体存立可
能性テスト（communityviabi 1 i ty test) Jを通じて識別されるのである。この
テストによって適切でないと解された集団については，集団責任による規律は
妥当せず，従来の個人責任によることになる，と。
例えば，被害者らが様々な有毒物質に曝露された事案について，集団責任に
よることは妥当で、ない，という（45）。その曝露が時間的場所的に集中しているの
であれば，被害者集団については共同体存立可能性が存在するが，有毒物質の
製造者らの活動に相互に影響を与えるような関係がない限り，加害者集団につ
いて共同体存立可能性が存在しないからである。
Bushは，このような観点から， Robinsonらが提唱する割合的責任理論は広き
に失し，判例が，集団責任による原告救済をDE S訴訟などに限定したのは結
論としては妥当である， と評価した（46)
2.損害コスト分配の公平性
不法行為法の目的として，公平に損害コストを分配することが一般に挙げら
れている。
k述した割合的責任理論は，従来のように現実の損害について因果関係要件
を必要とするよりも，公平に損害コストを当事者間で分配し得るのであろうか。
これを巡って展開されてきた議論に関して，損害に対して割合的責任を課す
法理，寄与した危険に対して責任を課す法理について，各々みていこう。
なお， Farberは，集団被害事案について，割合的責任は公平に反するとして，
不法行為法の目的に適合するような制度を提案した“九最後に，この制度につ
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いて－瞥する。
(l)損害に対する割合的責任
従来，不法行為における凶果関係要件について，他の要件と同様に証拠の優
越を基準として事実認定がなされてきた。そのために，証拠の優越に至る証明
をなした原告は，損害賠償を受ける余地があるのに対して，これに至る証明を
なすことができなかった原告は ー－切損害賠償を受ける余地がなかった。原告
が損得賠償を受けるか百かは，証拠の優越に至るか否かで判断され，その証明
度については問われることがなかったのである。
これに対して，割合的責任理論によれば，統計資料などを通じて算；むされる
証明度に応じて，原告は損害賠償を受け得ることになるのである。
割合的責任理論による方が証明度に比例して原合が救済を受ける余地があ
るし，被告による賠償総額は現実に発生させた損害額と符合するので，公平な
損害コスト分配がなされ得るようにも！誌われる。
これに関して， Fisherは，次のような不公平な点を指摘した（48）。原告ら5名
について，被告が原告に損害を発生させた可能性が統計資料によって20%であ
ると証明されたならば原告は各々損害の20%の賠償を受けることになる。現
実の被害者は5名のうち l名である。現実の被害者が損害につき全額賠償を受け
ず，被害者ではない者が損害につき－部の賠償を受けていることになる， と。
いずれの法坪．による損害コスト分配の方が公平で、あるか判断する決め手のー一
つは，不法行為の道徳的基礎について，論者がいかなる見解を採るかにあるも
のといえよう。 Fischerのように矯正的正義を伝統的に解するならば，割合的責
任期論は公平に反すると解され， ・ /J,Makdi s iのように，集団被害事案に対応
するように矯1E的l正義を実質的に解するならば割合的責任理論は公平にかな
うものと解されよう。
(2）寄与危険に対する割合的責任
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原告に対して寄与した危険に応じて被告に責任を課す法理は，潜伏期間の後
に発症する疾患等について，原告が早期に確実に損害賠償を得られるという点
では，公平にかなうように思われる（刷。
しかし一方では，損害コスト分配の公平性について，被告に関しては賠償
総額が実損額に符合し得るので公平にかなうといえるものの，一方では原告の
得る賠償金に関しては， (1）でみてきたように，現実の被害者が因果関係につ
いて100%の証明度に至らない限り全額賠償を得る余地がない，という点で、公平
に反すると判断され得るほかに，次のような問題点が指摘されている。
寄与した危険を損害と評価して，原告にその損害賠償請求が認められるので，
現実に健康被害などを被っていないにもかかわらず実際に損害賠償を得た原告
について，将来現実に損害が発牛企しない可能性が存するので、ある（引｝）
Rosenbergは，このような問題を避けるべく，現実に損害を被った原告が，被
告の拠出する保険を通じて賠償を受ける制度を提唱した C~I.) (511。
Robinsonは，このように現実に損害を被っていない原告は，将来発生し得る
損害に備えて賠償金を保険金に当て得るものである，と解することによって，
この賠償金が不当な利益ではないことを示した（二一三2.）。この趣旨から，現実に
損害を被っていない原告が得る賠償金を 保険契約における保険金と規定すべ
きである， という見角卒もある（問。
これらの見解に対して， Fischerは，保険による賠償額と現実の損害額が‘致
することはありえないし，また，損害が発生する可能性について個人差が考慮
されないので，保険制度を通じても公平な賠償はなされ得ない，と批判した（問。
(3) Farberの見解（MLV理論）
Farberは，割合的責任理論に対して，証拠の優越を基準として要件事実の存
否を認定する，従来の証拠法ルールから逸脱するだけでなく，現実の被害者に
可能な限り十分に損害賠償を与えるとし寸不法行為法の目的に反する， と批判
した（判。
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そして，その目的を達成できるように，被告が発生させた被害総額について，
被害者である可能性が最も大きい原告から順に被害総額が支払われるまで損害
賠償請求を認める制度である，最大可能被害者救済理論（mostlikely victims 
remedy, ML V理論）を提案した（問。
Farberは，この具体例として次のような事例を示した問。
ある薬害事案において，疾患の原因が当該医薬品である可能性のある服用患
者が50名（YI,Y2, Y3……Y50），各患者についてその可能性が51%(YI), 
50% (Y2), 49% (Y3）……I% (Y50），各患者の損害額が各々100万ドルで、
あるとしよう。これら症例のうち13例が当該医薬品による被害であり，被害総
額は1,300万ドル，と解される。 ML V理論においては，可能性の数値が最大の
患者から順に13名が救済の対象となる。よって， YI (51 % ）からY13 (39%) 
までの13名が損害賠償を受け，被害者である可能性が38%以下の患者は救済の
対象とならないことになる。
従来のように証拠の優越を基準とするならば，加害者が発生させた損害を十
分に賠償せず不正な利益を得るという問題が生じるが， ML V理論によれば加
害者に発生させた被害総額を賠償させるのでこのような弊害は生じない問。 M
L V理論は，割合的責任理論を提唱する論者が指摘する，証拠の優越を基準と
する因果関係認定の問題点を解消し，現実の被害者の損害を填補するという不
法行為法の目的を最大限に実現する， というのである。
3.効率的事故抑止効果
不法行為法の機能のーっとして 効率的に事故を抑止することが一般に挙げ
られている。
割合的責任理論についてみれば， Rosenbergは，効率的に事故を抑止すること
を目的として，このような責任理論を定立したのであるし（三 1.），また，
Delgado, Robinson及Schroederも，この責任理論が合理的で、ある根拠として，
効率的な事故抑止効果が得られることを挙げていた（二1.2.，三2.3.) （開）。
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この点については，多くの論者によって支持されてきた問。
さらに， RobinsonやSchroederが示したように，割合的責任において寄与危険
に対する責任の方が効率的である， と解されている。潜伏期間の後に発症する
疾病に関して，現実に損害が発生してはじめて損害賠償請求が認められるので
は，証拠が散逸したり請求権が時効にかかるなどして原告が実際に損害賠償を
請求できなくなったり 損害が発生した時には加害企業が破産などして清算さ
れているなどして被告がその損害を賠償しない可能性もあるからである（刷。
また， Rosenbergは，集団被害事案における権利保護の見地から寄与危険に対
する責任を効率的であると解している。
これに対して， Fischerは，上述したような矯正的正義の観点からだけでな
く，割合的責任理論について効率的であると解するこれらの見解に対して，反
論を展開している（GI）。
ここでは，まず，損害に対する割合的責任について効率的であると解する見
解（Shave1, Makd is i）について，次に，危険寄与に対する割合的責任につい
て効率的であると解する見解（LandesとPosner）について，最後に，割合的責
任を効率的ではないと解する見解（Fischer）について，各々具体的にみていこ
つ。
( l）損害に対する割合的責任について効率的であると解する見解（Shavell,
Makdisi) 
Shavell は，割合的責任理論は，予期される損害を被告に賠償させることにな
るので，社会的に望ましい行為に導くものである， と解した（62）。
そして，ある者による加害行為と自然力が競合する事案，及び二人の者によ
る加害行為が競合する事案をモデルとして 当該行為の価値と当該行為が原因
になった場合の損害とを比較衡量して，過失責任及び厳格責任において，割合
的責任理論が証拠の優越基準よりも効率的であることを論証した（問。
またMakdisiは，具体的事案を想定しながら次のように考察した。
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Makdis iは，まず，社会全体として損失を被る非効率な行為について，意思
決定者（decision-maker）にその費用を内部化させることを通じて抑止するこ
とが，法制度の目的の一つであることを示した（州。事故を抑止する目的は，過
失責任や厳格責任を通じて達成させられることになる。
そして，被用者が原子力施設で放射能に被爆した事案を具体例として示しな
がら，過失責任または厳格責任において，証拠の優越基準Aと割合的責任理論に
ついて比較して，割合的責任理論の方が効率性にかなうことを次のように示し
た（li5）。
証拠の優越基準が適用されるならば，因果関係の証明度が50%以下である場
合については，損害賠償責任を負担しないので，予測される損害コストが内部
化されず，事故抑止効果が得られない。反対に，その証明度が50%を越える場
合についは，損害賠償全額について責任を負担するので 実際に予測される損
害コストが内部化されず，過大な負担を負うことになる。いずれの場合にも，
社会全体について損失が生み出されることになる。前者については，原子力の
危険性が抑止されず，後者については，原子力の有益性が阻害されるのである。
これに対して，割合的責任理論が適用されるならば，被告は，実際に予測さ
れる損害コストに応じて損害賠償責任を負担するので，損害コストが内部化さ
れ，適切な事故抑止効果を得ることができるのである， と。
(2）寄与危険に対する割合的責任について効率的であると解する見解（Landes
とPosner)
LandesとPosnerは，原子力発電所の事故によって放射能に曝露されて痛に権
患した1IO名のうちIO名が当該事故を原因とする， という事案を例示しながら，
被害者が多数存在する事案（multiple-victimcase）において，①証拠の優越
を基準とする責任，②寄与危険に対する割合的責任，③危険に曝露された者の
損害に対する割合的責任，または④現実に損害を発生させた者に対する責任，
のうちいず、れのルールが効率的で、あるのか，次のように考察した州。
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／レール①によっては，力1害省は損害賠償責任を負担しないことになり，安全
対策について投資するインセンティヴがはたらかない，また，被害者が特定で
きないのでルール④によることはできなし）0 ・方，ルール②及び、ルール③は，
増加リスク（addedrisk）または発生させた損害に応じて被告は損害賠償を負
担するので，行為者に適切な注意を払うことを促し得る， と。
そして，ルール②とルール③を比較して，ルール②が最も効率的でありしか
も伝統的な不法行為理論に適合するものと解した IU7）。ルール③によるのでは，
数卜年後に損害が発生した場合に，事後的に他の原因が関与し得ることによっ
て，発痛の原｜却を解明することがますます困難になり，被害者が実際に訴訟を
提起することを期待できないからである。
また，ルール②は，被害者側からみても効率的であるとし寸。現実に損害が
発生してから賠償金が支払われるルール③が適用されるよりも，将来損害が発
生する可能性を限度として賠償を受けるので，被害者にも自らの損害を拡大さ
せないインセンティヴがはたらくからある（刷。
このようにして， LandesとPosnerは，寄与危険に対する割合的責任理論（ルー
ル③）が効率的であることを示したのである。
なお，被告が危険に寄与した程度が小さいならば，潜在的被害者の賠償額も
小さく評価されることになり 被害者に訴訟を提起するインセンティヴがはた
らきにくいので，事故抑止効果が得られなくなるとし寸問題が生じてくる。こ
の点を解決するために，訴訟コストを小さくできるというメリットもあり，ク
ラス・アクションによるのが効率的である， とされた（刷。
(3）割合的責任を効率的ではないと解する見解（Fischer)
Fischerは， Sindeli判決の直後，市場占有率責任理論について，有益な物の
製造が抑止させる危険を指摘し，また，ある業者が安全な物を製造する他の業
者の努力に「ただ乗り（freeride）」することを避けるために，過失責任が適
用される事案について，危険の程度が同 aである製造物について「設計上の欠
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陥（designdefect)Jが存在する場合に限って適用すべきであると主張してい
た（引）
さらに割合的責任理論について，従来のように証拠の優越基準によるよりも，
損害を発生させないよう安全対策のために十分な投資をすることが促されるも
のではない， と次のように異論を唱えた（川。
損害を発生させる可能性は，パックグランド・リスクに左右され，当該被告
に対して社会が要求する注意の程度に対応するものではない。被告が放射能に
曝露させたことによって20年後に白血病に権患するはずの者が他の原因によっ
て死亡する可能性があるように，この可能性は，加害行為後に発生する要因に
よって左右されるのである。また，多くの汚染源が存在するなど原告の損害に
ついて多数の潜在的な加害原因が存在する場合に 当該原因が多くなるにした
がって被告が原告に対して寄与した被告のリスクは相対的に小さくなる。潜在
的原因が多ければ多いほど，被告は損害発生を避けるインセンティヴが小さく
なるのである， と。
また，判例が，効率的事故抑止を図るように経済的分析を通じて，被告の注
意義務について判断していないことを指摘した問。
裁判官や陪審は， リスクと利益とを比較衡量することのみによって，不法行
為の成否について判断しているのではなく むしろ 被告の道徳的義務を重視
する傾向にある。そのために，他の原因が競合したからといって，被告の注意
義務の程度が小さく認定されていない，と。
最後に， Fischerは，割合的責任理論について，証拠の優越基準を適用した場
合とを比較した（7:J）。 50%以下のリスクを発生させた被告についてはより事故抑
止効果がはたらくが 50%を越える被告についてはその賠償額が小さくなるの
で，総合的にみるならば事故抑止効果が優っていることにはならない。 事故抑
止効果について優劣を決することができないので，矯正的正義や効率的な損害
填補を促進するものではない限り，採用されるべきではないと解した（前述し
たようにいずれの点についても否定した（I.(2) ' 2.(1) (2) ）。）。
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4.危険寄与率の認定
証拠の優越基準による因果関係認定において，その証明度が50%を越えるか
否か認定するにあたって難点があることを前節でみてきた（第二節三）。
さらに割合的責任理論が適用されるには，当該原告に対する当該被告の危険
寄与率を認定しなければならず，公平でかつ効率的な賠償がなされるには，そ
の危険寄与率の数値は合理的に算定されたものでなければならないことはいう
までもない。
市場占有率責任理論について，その責任の基準である「市場シェア」の対象
となる地域や期間の確定に関する問題点が指摘され，その実用性に疑問が呈さ
れていた（74）。
割合的責任理論においては，様々な要素が危険寄与率を算定する基礎になり
得るので，当該寄与率を合理的に算定するのは，さらに困難である。実際に，
Ayers判決は，この点を公平な賠償がなされ得ない根拠のーっとして，寄与危険
に対する損害賠償責任を否定した（75）。
危険寄与率算定に関する問題点としては，①危険寄与率を算定する基礎とな
る証拠について証拠能力をどのように規定するのか，証明力についてどのよう
に判断すべきか，②証拠に対して陪審が合理的な判断をなすことができるのか，
及び③訴訟コストが過大となり不合理なのではないか など指摘されてきた。
以下では，これらの点についてみていこう。
(l)危険寄与率を算定する基礎となる証拠の証拠能力・証明力
第一節でみたような訴訟において，因果関係の認定に関して，多くの統計資
料や実験資料などが当事者から提出されている。これらの証拠資料が事実認定
に採用されるには，統計学や自然科学の見地から合理的なものであることが必
要である。しかし 疾患の発症などについて 科学的に十分に解明されていな
い問題は非常に多く存在している（76）。このような証拠について，合理的に証拠
能力を規定し，さらに，証明力を合理的に判断するのは，非常に困難で、あると
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いえる。
このような証拠の証拠能力に関して， Daubert判決は， 証拠の信頼性及び
事実認定との関連性， という要件を規定した（第－節六）。
(2）証拠に対する陪審の判断力
割合的責任理論が適用されるならば，陪審は，事実認定のプロセスにおいて，
証拠の証明力について判断し，さらにその証拠に基づいて危険寄与率を算定す
ることになる。
統計学や自然科学について専門家でない陪審が，証拠の優越基準によって凶
果関係を認定することが困難であることについて，前節でみてきた（第：節三）。
割合的責任理論が適用されるならば，陪審は，癌J罷患、などについて，各被告
の寄与率のほか関与した自然力の寄与率について算定する必要があり，その認
定は，証拠の優越基準による因果関係認定よりもはるかに困難である m。寄与
危険に対する割合的責任が課されるならば，将来現実に損害が発生するまでに
長期の潜伏期間があるので，危険寄与率の認、定はさらに困難になる（78)
とlましhえ，これまで陪審は，原因の競合（jointcausation），比較過失（com-
parative negligence），損害の評価（valuationof damages）において，責任
を認定する基準が明確であるとはいえないにもかかわらず被告の責任を割合
的に算定してきたのである問。また，科学の発展によって，算定される危険寄
与率の合理性が高まることが期待できる（刷。
危険寄与率について陪審による合理的認定が確保されるには，証拠能力を厳
格に規定することを通じて，不合理な証拠資料が危険寄与率を算定する基礎と
なる余地がないようにし，さらに，陪審に対する裁判官の説示において，証拠
の証明力や算定の基準が合理的に明確に示されることが必要であろう。
(3）過大な訴訟コスト
割合的責任理論における危険寄与率は，提出された多くの証拠に基づいて認
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定されるので，その認定過程において，証拠の優越基準に比して多大な時間と
費用が費やされることになる似I）。寄与危険に対する割合的責任が課されるなら
ば，現実に損害が発生していないので，寄与率を認定するコストは相当のもの
になると考えられる｛問。
Schroederは，訴訟コストの合理性の観点から，寄与危険に応じて被告に責任
を課す行為責任理論の適用範囲について，有毒物質による被害に関する事案な
どに限定すべきであると解した（刷。交通事故事案について寄与危険につき各々
責任を課すのではコストが相当に失するが，有毒物質の被害については，現実
に損害が発生するに至るまで長期の潜伏期間があるので，現実に損害が発生し
てから責任を課すよりも，寄与危険について責任を課す方が訴訟コストが小さ
い， というのである。
また，証拠の優越基準によっては救済を受ける余地のない原告も，割合的責
任理論によって危険寄与率を限度として救済を受け得るので，訴訟数も相当増
大することが予期される（州。
これに対して，一般の加害行為については，加害行為が終了するとともに危
険もまた消滅するので，不当に訴訟が増大することはないと評価する見解もあ
る（問。一方では，寄与危険に対する割合的責任理論を支持する見解において，
訴訟の増大を招くことを回避するために，現在－－－般に受け入れられている医学
理論に基づいて，当該有毒物質に曝露されたことによって将来特定の疾患に権
患する合理的可能性が存在する，とし＝う要件を規定するものもある州。
訴訟コストをできる限り小さくするために， DelgadoやRosenbergが提案した
ようにクラス・アクションによって集団的な解決を図る（二1.，三I.）何九危
険寄与率については行政機関によって合理的に認定する（刷，などの提案がなさ
れている。
五小括
科学技術や産業社会の発展に伴って，有毒物質による集団被害が問題となり，
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被害者は加害行為者に対して損害賠償訴訟を提起してきた。このような訴訟に
おいて，原告らは，同一の物質をが含有する物を多くの企業が製造していたり，
当該物質以外にも疾患の原因が考えられるために，因果関係を証明することが
困難であった。
判例のなかには， DE S訴訟において市場占有率責任理論を定立したSindel1 
判決のように，因果関係要件について修正して原告の救済を図ったものもあっ
た。この法理が適用できる事案は限られていたが，学説は，これらの訴訟に対
応すべく，割合的責任理論を定立してきた。市場占有率責任理論を拡張して，
損害に対して寄与した危険に基づいて被告に割合的に責任を課す法理，さらに
は，原告に対して被告が寄与した危険を損害と評価して，その危険に対して被
告に責任を課す法理が有力に提唱されてきたのである。
これら割合的責任理論について，その合理性や問題点が詳細に検討されたり，
不法行為について伝統的な立場をとる論者からの反論なされたりするなど，様々
な論議がなされてきた。
不法行為を道徳的に基礎づける矯正的正義に関しては，割合的責任について，
伝統的立場からの批判はあるものの， Kant哲学理論によって，または集団被害
事案に応じた実質的考察によって適合するものと解されている。また，その道
徳的基礎として共同体的正義の観点から，割合的責任を正当化し適用範囲を限
界づける見解もある。
割合的責任理論は，証拠の優越基準によって因果関係が認定されるよりも，
公平でかつ効率的に損害コストが分配されるので，合理的であると解されている。
現実に発生した損害に対して責任を課すよりも，寄与危険に対して割合的責
任を課す方が，早期に損害賠償がなされ損害コストが被告に内部化され効率的
である，と一般に解されている。また，その効率性について，被害者側が損害
を回避する行動に出ることを促す という点を指摘する見解もある。
しかし」方では，寄与危険に対する責任は，損害賠償を得た原告が将来現実
に損害を被らない可能性があり，公平に反するという問題もある。そこで，損
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害保険制度と組み合わせることによって，このような不公平を招かないように
運用されることが一般に提唱されている。
割合的責任理論が公平にかつ効率的に適用されるには，合理的に危険寄与率
が認定される必要がある。とはし3え，証拠の証拠能力，陪審の判断力及び訴訟
コストに関して難点がある。
そこで，次節では，これらの問題点を解決するために，証拠を巡る議論につ
いて詳細に考察していくことにしよう。
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